
ており、前年とおおむね同様の傾向となっている。

なお、パートタイム労働者の組合員数は、前年から２万 人増

加して 万 人（都内組合員数の ％）となった。

３３ 当当委委員員会会ににおおけけるる取取扱扱事事件件のの動動向向

６年の労働争議調整事件の取扱件数は、前年に比べ 件減少して

件であり、新規係属件数は、前年を 件下回り 件となった。ま

た、不当労働行為審査事件の取扱件数は、前年に比べ 件減少して

件であり、新規係属件数は、前年を 件下回り 件となった。

また、企業の枠を超えて主に中小企業の労働者を組織している、

いわゆる合同労組関係の事件は依然として多く、新規調整事件では

％、新規審査事件では ％を占めている。

出典

労働力調査（基本集計） 年（令和６年）平均（速報）結果（総務省）

令和６年（ 年）労働組合基礎調査の概況（厚生労働省）

令和６年労働組合基礎調査結果（東京都分）概要（東京都）

取 扱 件 数 一 覧 表



(1)　調整・実情調査
昭和21年～56年

前年から
の繰越
件数

新規係
属件数

取 扱
件 数

終 結
件 数

昭和 ―

―

①(2) ①(2) ①(2)

①(9) ①(9) ①(9)

②(6) ②(6) ②(6)

③(1) ③(1) ③(1)

　　　区分

年

調　　　　　整 実　情　調　査

前年から
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

− 6−



(1)　調整・実情調査
昭和21年～56年

前年から
の繰越
件数

新規係
属件数

取 扱
件 数

終 結
件 数

昭和 ―

―

①(2) ①(2) ①(2)

①(9) ①(9) ①(9)

②(6) ②(6) ②(6)

③(1) ③(1) ③(1)

　　　区分

年

調　　　　　整 実　情　調　査

前年から
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

昭和57年～平成29年

前年から
の繰越
件数

新規係
属件数

取 扱
件 数

終 結
件 数

昭和

平成 元

　　　区分

年

調　　　　　整 実　情　調　査

前年から
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

− 7−



平成30年～令和６年

前年から
の繰越
件数

新規係
属件数

取 扱
件 数

終 結
件 数

平成

令和 元

（注）

　　　区分

年

調　　　　　整 実　情　調　査

前年から
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

（　）内数字は調停件数、○内数字は仲裁件数でいずれも内数。

⑦(186) ⑦(186)

− 8−



平成30年～令和６年

前年から
の繰越
件数

新規係
属件数

取 扱
件 数

終 結
件 数

平成

令和 元

（注）

　　　区分

年

調　　　　　整 実　情　調　査

前年から
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

（　）内数字は調停件数、○内数字は仲裁件数でいずれも内数。

⑦(186) ⑦(186)

(2) 不当労働行為・資格審査
昭和21年～56年

前年から
の 繰 越
件 数

新 規 係
属 件 数

取 扱
件 数

終 結
件 数

昭和 ―

―

資　格　審　査　区分

年

不 当 労 働 行 為

前 年 か ら
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

− 9−



昭和57年～平成29年

前年から
の 繰 越
件 数

新 規 係
属 件 数

取 扱
件 数

終 結
件 数

昭和

平成 元

資　格　審　査

前 年 か ら
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

　区分

年

不 当 労 働 行 為

取扱件数
終結件数

− 10−



昭和57年～平成29年

前年から
の 繰 越
件 数

新 規 係
属 件 数

取 扱
件 数

終 結
件 数

昭和

平成 元

資　格　審　査

前 年 か ら
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

　区分

年

不 当 労 働 行 為

取扱件数
終結件数

平成30年～令和６年

前年から
の 繰 越
件 数

新 規 係
属 件 数

取 扱
件 数

終 結
件 数

平成

令和 元

注） <　>内数字は審査再開件数で内数、[　]内数字は一部分離命令件数で外数。

　区分

年

不 当 労 働 行 為 資　格　審　査

前 年 か ら
の 繰 越
件 数

新規係属
件 数

取扱件数
終結件数

− 11−




